
1．行政′（1）精神保健福祉センター  

■設置主体：都道府県、指定都市  

■法的根拠：精神保健福祉法  

■財源：一般財源＋補助金（特定相談）  

■精神保健に関する業務：   

・精神保健の向上及び精神障害者の福祉の増進を図るための総合技術センター   

・主に企画立案、技術指導及び技術援助、人材育成、普及啓発、調査研究、精神保健福祉相談、組織育成、  

精神医療審査会の事務、自立支援医療及び精神障害者保健福祉手帳の判定業務などを行う。  

■設置数：68か所（都道府県：49、指定都市：19）〈平成22年4月1日現在〉  

十人鼻配置：医師（精神科診療経験を有する者。）、精神保健福祉士、臨床心痩技術者、保健師、看護師、  

作業療法士、精神保健福祉相談員、事務職員等（※人院配置はあくまでも標準的な考え方）  

◆相談  

・精神保健及び精神障害者福祉に関する相談及び指導のうち、複雑又は困難ものを行う。  
・相談内容：（一般相談）心の健康相談、精神医療に関する相談、社会復帰相談など  

（特定相談）アルコール、薬物、思春期、認知症に関する相談  

・また、「心の健康づくり推進事業」による相談窓口を設置している。  

◆訪問  

・一部のセンターにおいては、訪問指導や保健所職員等に対する技術指導・援助としての同行訪問を行って   

いる。  

※利用者の負担は無料である。  

1．行政 （2）保健所 

■設置主体：都道府県、指定都市、中核市、保健所政令市、特別区  

■法的根拠（精神保健福祉業務に関するもの）：地域保健法及び精神保健福祉法  

■財源：一般財源  

■精神保健に関する琴務：   

・地域精神保健福祉業務（精神保健及び精神障害者福祉の業務）の中心的な行政機関   

■主に傘画調整、普及啓発、研修、組織育成、相談、訪問指導、社会復帰及び自立と社会参加への支援、  

入院及び通院医療関係事務、市町村への協力及び連携など、地域住民の精神的健康の保持増進を図る  
ための諸浩動を実施。  

■設置数：510か所＜平成21年6月15日現在＞   

（都道府県：380、指定都市：59、中核市：41、保健所政令市：7、特別区：23）  

■人員配置：医師（精神科嘱託医を含む。）、精神保健福祉士、保健師、看護師、臨床中理技術者、  

作業療法士、医療社会事業員、精神保健福祉相談員、事務職等の必要な職員  

◆相談   

・本人・家族等に、面接・電話等により、保健師・精神保健福祉士等の専門職が相談を行う。   
・医師による相談の時間も設けられていることが多い。   
・相談内容：心の健康相談、診療を受けるにあたっての相談、社会復帰相談、アルコール、思春期、青年期、認知症等  

◆訪問  

一本人や家族に対して、保健師・精神保健福祉士等の専門職が、居宅を訪問して支援する。   
・説明と同意の下に行うことが原則となっているが、危機介入的な訪問等が必要な場合にも行われる。  
■相談内容：医療の継続、受診相談・勧奨、生活指導、社会復帰援助、ひきこもりの相談、家族がかかえる問題等  

◆危機介入   
・多くの都道府県において、措置通報の受理、措置診察・措置入院の調整や34条移送の審査一美務を担当している。  

※利用者の負担は無料である。   



保健所が受ける困難事例の内訳  

保健所が市町村から受ける相談の内容  

（複数回筈あり）  
※ 最近3か月で遭遇した困難・多  

問題事例について、記述を求めた  
もの。  

保健所全体で受ける   

困難事例の内訳  
○困難事例の解決（99．5％）  
○入院への対応（89．1％）  
○退院後の対応（62、5％）  

○家族へのサポート（60．4％）  

○講演会等の普及啓発（42．2％）  

■地域・近隣での   

他青・迷惑行為   

田医療の継続性、   
医療中断、受診   
行動  

■家族内暴力・自   

傷・ひきこもり   

口金鉄管理等日常   

生活支援  

保健所が医療機関等から受ける相談の  
内容（複数回答あり）  

n＝220  

○退院後の対応（89．6％）  

○困難事例の解決（84、4％）  

○入院への対応（ア6．6％）  

○家族へのサポート（58．9％）  

平成19年度厚生労働科学研究  

陣害者自立支援法を踏まえた精神保健福祉センター、保健所の役割と  
機能強化についての精神保健福祉施策研究  
陣害者自立支援法と精神保健福祉活動への取組実態調査  
分担研究者 坪書繁美  

12  

地域精神保健における危機介入・支援体制の現状  
「危機介入」とは、ここでは、精神疾患により発生する危機的状態や重大な困難について、強制力を用い  
る方法だけでなく、様々な援助手法で解決・支援することを意味している。（｛危機解決crisisresolution」  

等の用語が用いられることもある。）  

朗の髄  

警察官  

情 ＼  
近隣苦   

、  
児童相談所  

生活保護窓口こ  

（仮称）ひきこもり地→  

≡≡ニ幸二‾て‾  

13   



「保健所の精神保健業務の状況」  

1）保健所の精神保健業務体制 ※平成22年1月現在  

・保健所の多くは、r業務担当制」として、精神保健を担当する保健師を配置している。  

一保健所の多くは、嘱託医の精神科医師を配置して業務を実施している。  

保健師等の業務担当状況  

地区担当制として実施している   

地区担当制に併せて、精神保健の業務担当者を置いて実施している  

業務担当制として、精神保健の担当者を社いて実施している  

いずれでもない  

O  ZO  40  60  さ0  

※地区担当制：保健師は担当地域を分担し、地域内の全ての業務を担当   
業務担当制：保健師は精神保健を専門に担当し、保健所管轄の全ての地域を担当  

精神科医師の業務実施状況（複数回答）  

常勤の精神科医が業務を実施  

非常勤の精神科医が業務を実施  

嘱託医の精神科医が業務を実施   

定期的に勤務していないが、保健所業務への協力が依頼できる精神科医師がいる．  

その他  

いずれもない  

無回答  

0％  ZO％  40％  60％  80％   

出典：平成21年度地域保健総合推進事業「保健所の有する機能、健康課矧こ対する役割に関する研究」財団法人日本公衆衛生協会（分担事業者：荒田吉封4  

保健所においては、主に保健師が精神保健業務を担当し、精神保健福祉士や福祉職も配置されている。  
専門職一人当たりが担当する人口は、地域担当制で平均4万人、業務担当制で平均8．4万人である。  

精神保健を担当する専門職鼻の配置状況  

【地域担当制の場合】   

保健所の職員配置（平均）  

専門職1人当たりが担当する人口（平均）  
（単位：万人）  

合  
．市   

専門凋＝人当たり  
4．0  4．3  4．2  5．0  り   

が担当する人口  

【業務担当制の場合】   

精神保健担当の職員配置（平均）  
専門職1人当たりが担当する人口（平均）  

（単位：万人）  

単位（人）   

※常勤換算   

（む保健師   

①のうち精神保健福祉士   

②福祉職   

（診その他   

所中   

円 ロ 計  整 塞◆  整 蕗 定 都 市   闘 保  
健   

専門職1人当たリ  
が担当する人口   

出典‥平成21年産地域保健総合推進事業「保健所の肴する機能、健康課矧こ対する役割に関する研究」財団法人日本公衆衛生協会（分担事業者‥荒田吉彦）15   



2）保健所管内における精神保健医療福祉の状況（平成21年度）  

保健所においては、相談・訪問指導や医療機関の紹介が広く行われている。  
保健所以外にも、市町村、相談支援事業所、地域活動支援センター等、多様な支援機関が機能してきている。  

①保健所及び管内における精神保健福祉業務の実施状況 n＝412  

精神保儀福祉の亀吉・窓口相談  

精神障害者への訪問指欄  

精神科医療機関の紹介  

精神障琶者を対象としたデイケア  

福祉サービスの利用支援  

福祉サービスの整備・開発  

自助グループの支援  

家族会の支援  

l
 
 

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％  100％  

■主として保健所が実施している。 田地の機関と共同で実施している。 臼他の機関が主として行い、支援的に関わっている。 8保健所はほとんど関わっていない。 □無回答  

②管内における保健所以外の実施機関く複数回答）※①で「主として保健所が実施している」以外の場合の管内実施機関 単位く％）  

市町村  
本庁  

（保健セン  
タこを含む）   事業所  の也関   はない   

精神保健福祉の電話・窓口相談   9．9   89．0   34．9   57．4   76．8   13．2   0．0   

精神障香春への訪問指導   2．1   93．1   5．6   33．7   56．6   6．9   0．0   

輯神科医療鯛の紹介   6．9   91．5   29．7   40．2   62．6   Jll．8   0．0   

精神障害者を対象としたデイケア   0．6   44．7   12．8   19．1   8．1   20．6   22．5   

福祉サービスの利用支援   6．3   85．9   7．3   50．0   73．4   14．6   0．0   

福祉サービスの整告・隣発   21．1   75．4   8．3   27．1   36．8   12．3   3．5   

自助グループの支提   3．5   44．2   20．？   37．0   23．7   26．3   11．0   

家族会の支援   6．3   68．2   16．0   29．9   22．0   23．3   3．1   

出典：平成21年産地域保健鷹合推進事業「保健所の有する磯能、健康課題に対する役割に関する研究」財団法人日本公衆衛生協会（分担事業者：荒田吉彦掩  

3）複雑困難事例に対する解決の難しさの程度●  

・独居や関わりが困難なケースなどは、保健所だけで解決することが難しい。  

鱗決に 人員を  
だけでは  い要する  人   支障  

未治療の期間が長く、医療的支援を要する  

治療中断で病状が悪化し、本人が受診を拒んでいる  

同居家族はいるが、同居家族の理解・協力糾ヽ  

同居家族l乱ヽるが、本人力鴨＼たくなこ面会や受診軌ヽる  

独居であり、キーサトウシが見つからない  

独居であり、訪問や受診をかたくなに拒否しnlる  

近隣か城繁に苦情があるが、公的機関と本人との接点がない  

職員への暴力・暴言のおそれがある  

近隣から頻繁に苦情があるが、医療機射での治療が難u＼  

保肋ヽら遠い（片道1時間以上）  

8％ 肪i（》i  

2％ 00‘0％  

0％  ：岨％   刀％  ：氾％   明％   託弘   田％   二和％   ∝銘   文眺  1∝I％  

■通常より人員を要するが解決できる伽月以内）  躍解決に特に支障lぬヽ  

臥通常より人員を要する上、さらに解決まで長期間（1か月以上）を要することが多い  臼保健所だけでl棚難である  

白支援連覇う余裕妙ない  巴そもそも支援してし鴫札ヽ  
田そのような事例はなし＼  8わからなしl  

出典：平成21年度地域保健総合推進事業「保健所の有する機能、健康課題に対する役割に関する研究J財団法人日本公衆衛生協会（分担事業者：荒田吉彦†7   




